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1．はじめに 
現在、国内の航空会社は幹線以外の路線を維持する力

を急速に失い、首都圏を除いた地方空港を離発着する路

線が急廃止に追い込まれている。航空会社は現有の機材

維持のためのコスト負担に苦しんでおり、事業採算性の

確保の難しい地方空港間、あるいは地方空港と近隣アジ

アを結ぶのに適した 100 席未満の小型機材を新たに保有

する体力はない。 
一方、地方自治体は、ネットワークの縮小に歯止めを

かけ、アジアを中心とした観光客を呼び込むため、海外

LCC の誘致に注力する可能性が高い。このとき、自治

体が海外 LCC に対してインセンティブを提供し、運航

のための助成を実施することになれば、自治体の体力を

消耗する泥沼のような自治体間の競争に陥る懸念がある。 
ところで、現在、国家プロジェクトとして、100 席未

満の国産小型機の開発が進んでいる。100 席未満の小型

機は中・大型機のもつ機体規模の経済性に欠けるが、低

需要路線において、それが必要であることは世界の事例

からも明らかである。 
また、海外 LCC の参入は、結果的に国内航空会社の

存立を脅かす。国内の航空会社は自らの効率性を高める

と同時に、LCC に対してコスト面で競争できるように

されなければならない。運航環境が整えば、100 席未満

の小型機による多くの路線が成立しうる可能性が高い。 
そこで本研究では、需要の少ない地方空港路線を対象

として、小型航空機の効率的利用を図り、搭乗率を向上

させることで、採算性の取れる路線に転換する可能性を

分析することを目的とする。 
 
2．分析対象の絞込み 
 LCC は、①使用機材を 1 種に統一する、②ボーディ

ングブリッジを使用しない、③セカンダリー空港及び

LCC 専用ターミナルの利用、④Point to Point 型ネットワ

ークの運営、⑤機内サービスの有料化、⑥マイレージな

し、⑦整備を他社に委託する、⑧インターネットによる

e-チケットのみ販売、⑨空港滞在時間が短い、という特

徴を持つ１）。本研究では、上記に該当する航空会社が

ないことから、日本国内には LCC は存在していないと

判断し、国内航空会社が運営する路線を分析対象とする。

また、図-1 に示すように、国内空港の多くが赤字経営

であるが、本研究の分析では、航空会社の路線別収支の

変化から小型航空機の運航可能性を検討するものとし、

空港の収支は分析の対象外とする。 
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図-1 国・地方管理空港収支の代表例２） 

 
3．日本の国内航空路線の現状  
日本国内と EU 域内の 2,500Km 内の航空路線におい

て、都市規模別路線数と、使用機材について比較を行っ

た。国内データに関しては JTB 時刻表を、EU 域内のデ

ータに関しては株式会社三菱総合研究所の報告書を参考

として実施している。 
 

3.1 都市規模別路線数の比較 
都市規模別路線数の割合を比較すると、日本では中規

模都市以下を結ぶ路線が 3 割程度であることに対し、

EU 域内では 7 割を占めている（図-2）。 
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0%
20%
40%
60%
80%

100%

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

EU域内

0%
20%
40%
60%
80%

100%

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

小規模-小規模 小規模-中規模 中規模-中規模

小規模-大規模 中規模-大規模 大規模-大規模

図-2 都市規模別路線数の割合３）４） 

※小規模都市：人口 30 万人未満 
中規模都市：人口 30 万以上 200 万人未満 
大規模都市：人口 200 万人以上 

（日本では羽田・伊丹・関西・中部を母空港とする都市

を大規模とした） 

(百万円)
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 H12 年度から H21 年度の 10 年間の推移を見ても、大

規模都市と中規模及び小規模都市とを結ぶ路線が増加し

ていることから、典型的 Hub and spoke 型ネットワーク

であり、地方都市間路線が少ないことがわかる｡ 
また、わが国では、羽田空港の発着枠の制限から、効

率的に旅客を運ぶため、大型機材の導入を推進したこと

によって運航費用が高くなっている。このことが需要の

少ない地方路線における採算性の悪化を招き、航空会社

の経営を圧迫していると言える。 
 

3.2 使用機材の比較 
 機材を表-1 に示す 5 分類として、使用している機材

を比較すると、日本国内及び EU 域内ともに路線距離に

応じて小型化されていることが分かる。しかし、日本国

内では、区間距離 600Km 以上の路線から大型機材が導

入され、運航距離とともにその割合も増加している。 
 

表-1 代表機種の分類表 
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図-3 距離別機材別路線数の割合３） 

※大都市発着便（羽田・伊丹・関西・中部発着）は除く 

 
4．分析路線の選定 
 航空輸送統計年報より、年度別国内路線数の変化を

図-4 に示し、定期航空会社数の推移を図-5 に示した。 
 2000 年の航空規制緩和に伴い、新規参入会社への規

制も緩和され、国内航空事業者は増加し、国内路線数は

最大で平成 17 年度に 348 路線が運航されていた。しか

し、図-5 に示すように景気低迷による影響から離島路

線・コミューター路線を運航する地域航空事業者は撤退

し、さらに鉄道延伸に伴う航空需要の低下などにより、

路線数は H17 年度以降減少し続けている。 
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図-6 平成 12 年度から 21 年度の 10 年間における 

国内の距離別廃止路線数 5） 

 

また、図-6 より、廃止路線を区間距離別にみると、

小型機材の適用範囲である区間距離 1,200Km 以下の路

線が多くを占めていることがわかる。 
 本稿 4 枚目の付表に廃止路線の詳細を掲載しているが、

本研究では、1,200Km 以内の範囲において、廃止路線と

なっているものを取り上げ、その主な廃止原因として

「新幹線の競合路線」と「地方空港間路線」について考

察する。 
※本研究では、平成 12 年度から 21 年度の 10 年間に、

航空輸送統計年報に 3 年間以上定期便として記載され、

平成 21 年度に運行実績のないものと定義する。 

 
4.1 鉄道との競合 
 図-7 に示した輸送量の推移を見ると、2000 年度時点

では新幹線の輸送量に対して航空機の輸送量が大きく上

回っていたにも関わらず、2008 年度には逆転されてし

まっている。 
 また、2005 年度の旅客流動調査に基づく等区間距離

における機関分担率（図-8）からは、西日本では鉄道分

担率が大きく占めているものの、東日本では航空分担率

がやや上回っていることがわかる。しかし、今後予定さ

れている新幹線網が完成し、移動時間も短縮されれば、

東日本は西日本のように鉄道分担率が大きく増加するこ

とが推察される。 

 代表機種 座席数 

L B747、B777、A380、A330、A340 220～560
M B767、A300、A310、B757、MD11 200～290
S B737、A320、MD81、MD90、T20 110～180
RJ CRJ、ERJ、Avro RJ100 50～80 
PR DHC、SAAB、BN-2B、Do228 20～70 
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図-7 輸送量の推移５）6) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8 首都圏と各都道府県間の流動における 
代表交通機関分担率（平日）7） 

 
4.2 地方空港間路線の廃止 
 地域航空ネットワークを担う地域航空事業者は、規制

緩和により増加したものの、保有機材数が少なく、重整

備期間中などに運航が維持できず、収入が見込めなくな

り、運航の継続ができない状況に置かれてしまっている。 
その結果、航空輸送統計年報に基づき作成した幹線・

ローカル線数の推移（図-9）と、羽田空港発着便利用者

数の推移（図-10）に示すように、採算性の高い幹線の

推移に変化がないのに対し、ローカル線は廃止され続け、

現在では羽田空港発着便の利用者が全体の旅客数の 6 割

以上を占めている典型的な Hub and Spoke 型ネットワー

クが形成されている。 
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図-9 幹線・ローカル線数の推移 5） 
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図-10 羽田空港発着便旅行客数の推移 5） 

 

5．小型航空機材の運航可能性の分析 
 日本が欧米と比較して小型航空機の導入が少ないのは、

小型航空機に対する着陸料等の公租公課が高いことや、

国内の航空会社は小型航空機を新たに保有する力がない

ことが指摘されているためである。 
そこで本研究では、航空会社が地域ネットワークの維

持が可能になるように、国や自治体などの支援で航空機

の共同保有を行い、公租公課の見直しを考慮した場合の

下記の 5 ケースを想定し、分析する。 
①小型ジェット運航ケース 
②リージョナルジェット運航ケース 
③リージョナルジェット運航+空港使用料減額ケース 
④リージョナルジェット運航+機材共同保有ケース 
⑤リージョナルジェット運航+機材共同保有+空港使用

料減額ケース 
収支額、搭乗率、運賃は、現在運行中の路線では H 

21 年度のもの、廃止された路線では廃止年度のものを

用いる。なお、詳細な分析結果は当日に発表する。 
 
6．おわりに 
 本研究では、国内航空関連事業の問題点の整理及び小

型航空機の運航可能性について分析した。本研究の成果

を以下に示す。 
1）日本は、EU 域内と比較すると、中規模都市以下を結

ぶ路線が少なく、典型的な Hub and Spoke 型である。

また、国内でも運航距離 600Km 未満では小型機材が見

られるものの、600km 以上では導入が進んでいない。 

2）航空規制緩和に伴い、H17 年度に最大 348 路線が運

航されていたが、H21 年度では 258 路線になり、90 路

線減少している。近年の新幹線の延伸により航空需要

が減少したことや、Hub and Spoke 型による地域空港

間の路線が廃止されたことが原因だと考えられる。 
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付表:廃止路線の代表例 
1.区間距離（300Km 以下） 

区間距離 Ｈ１２年度 Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１
大阪 － 徳島 169 ○ ○ ○

関西 － 高松 194 ○ ○ ○ 凡例
稚内 － 利尻 93 ○ ○ ○ ○ 新規就航
広島西 － 出雲 270 ○ ○ ○ ○ 再就航
広島西 － 高知 242 ○ ○ ○ ○ 廃止
名古屋 － 富山 232 ○ ○ ○ ○ ○

東京（成田） － 仙台 267 ○ ○ ○ ○

札幌（丘珠） － 紋別 294 ○ ○ ○ ○

東京（羽田） － 中部 282 ○ ○ ○

区間名

 
ここに示す 9 路線以外に、離島路線が 11 路線運航されていた。 

2.区間距離（300～600Km） 
区間名 区間距離 Ｈ１２年度 Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１
金沢（小松） － 広島西 528 ○ ○ ○

広島 － 宮崎 406 ○ ○ ○

函館 － 仙台 520 ○ ○ ○ ○

高松 － 福岡 455 ○ ○ ○ ○ ○

秋田 － 富山 422 ○ ○ ○

広島西 － 宮崎 368 ○ ○ ○ ○

福岡 － 米子（美保） 433 ○ ○ ○ ○ ○ ○

宮崎 － 岡山 515 ○ ○ ○ ○ ○ ○

札幌（千歳） － 紋別 319 ○ ○ ○ ○ ○ ○

中部 － 鳥取 350 ○ ○ ○

松山 － 宮崎 335 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

東京（羽田） － 新潟 395 ○ ○ ○

札幌（千歳） － 三沢 328 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

札幌（千歳） － 庄内 560 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

函館 － 帯広 340 ○ ○ ○ ○

高知 － 宮崎 352 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

札幌（千歳） － 中標津 374 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

函館 － 仙台 574 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

松山 － 熊本 333 ○ ○ ○ ○ ○  
ここに示す 18 路線以外に名古屋発着 9 路線、関西発着 3 路線が運航されていた。 

新幹線との競合により、羽田-新潟便が廃止（Ｈ20 年度）、かつては羽田－仙台・花巻便（Ｓ６３年度まで）が運航

されていた。羽田－秋田・庄内・山形便は現在運航されているが、今後廃止される可能性がある。 
また、3 分の 2 弱は、地方空港間路線の廃止である。 

3.区間距離（600～1,200Km） 
区間名 区間距離 Ｈ１２年度 Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

仙台 － 釧路 771 ○ ○ ○

仙台 － 女満別 879 ○ ○ ○

新潟 － 旭川 868 ○ ○ ○ ○

新潟 － 女満別 1,033 ○ ○ ○ ○

函館 － 富山 830 ○ ○ ○ ○ ○

金沢（小松） － 鹿児島 896 ○ ○ ○ ○ ○

大阪 － 函館 1,049 ○ ○ ○ ○ ○ ○

仙台 － 岡山 888 ○ ○ ○ ○ ○ ○

仙台 － 高松 913 ○ ○ ○ ○ ○ ○

新潟 － 広島西 860 ○ ○ ○ ○ ○ ○

福島 － 福岡 1,141 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

広島 － 青森 1,118 ○ ○ ○ ○ ○ ○

中部 － 福島 619 ○ ○ ○

福岡 － 富山 600 ○ ○ ○ ○

福岡 － 富山 948 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大分 － 沖縄（那覇） 1,003 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  
ここ示す以外に名古屋発着 11 路線、関西発着 6 路線が運航されていた。 
また、ここに示す 16 路線すべて地方空港間路線の廃止である。 

4.区間距離（1,200～1,800Km） 
区間名 区間距離 Ｈ１２年度 Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

広島 － 石垣島 1,532 ○ ○ ○

名古屋 － 宮古島 1,611 ○ ○ ○

大阪 － 女満別 1,445 ○ ○ ○

名古屋 － 女満別 1,280 ○ ○ ○ ○ ○ ○

名古屋 － 沖縄（那覇） 1,483 ○ ○ ○ ○ ○ ○

関西 － 宮古島 1,530 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

富山 － 沖縄（那覇） 1,721 ○ ○ ○ ○ ○

大阪 － 石垣島 1,709 ○ ○ ○ ○ ○

福岡 － 青森 1,399 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福岡 － 花巻 1,323 ○ 、○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  
 ここに示す 10 路線以外はすべて、北海道－中四国・九州便である。 
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